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顧客支援サービス
◇わかりやすい企業診断
◇SWOT分析
◇マッチング　等

企業経営のレベルアップ

日
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事
業

RIPシステム

対 話

対 話

対 話

RIPシステムを活用した顧客支援サービス

平成26年度実績

主要なもの 件

わかりやすい企業診断 34,988
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継続的な経営課題の解決支援を通じて、
お取引先の成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、融資時だけでなく融資後においても、経営者の方とのフェース・ツー・フェースの対話を通じて個々の
企業の経営課題を把握し、お取引先が発展していくために必要な情報の提供や経営に関するアドバイスを継続的に行って
います。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国約5万社のお取引先の情報をデータベース化した
独自のシステム「RIP（注）システム」を構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お取引先の皆さまをバックアップしています。
（注）�RIPとは、お取引先との対話を通じ、信頼関係（Relationship）を深めつつ、お取引先と日本公庫中小企業事業の知恵（Intelligence）を活かし、積極的な提案（Proposal）を行

うことで、中小企業の皆さまの成長・発展を支援しようとする当事業の姿勢を表現したものです。

フェース・ツー・フェースで経営課題の解決を支援
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わかりやすい企業診断

SWOT分析表

経営情報

JFC中小企業だより
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中小企業事業本部

　経済産業省は、平成26年４月に「海外事業者との投資提携事例集～協業で未来を拓く～」を公表

しました。　国内事業者が海外事業者と投資提携を行う場合、単に資本増強や資金調達を図るだけにとどまら

ず、併せて海外事業者との「技術提携」や「事業提携」を行って経営手法やノウハウを獲得すること

により、自社の技術力の高度化、新商品の開発、国内外での販路の拡大、ひいては自社事業の海外展

開を達成している事例があります。

　本事例集では、海外事業者と投資提携を行うことで成功している中堅・中小企業の事例を30企業

掲載しています。併せて、海外事業者との投資提携により得られたメリット、知っておくべきリスク、

投資提携のポイント・留意点なども整理して取りまとめています。

　今回は、本事例集の概要をご紹介します。

海外事業者との投資提携で未来を拓く

経済産業省 貿易経済協力局

平成26年４月 公表
参照ホームページ

http://www.meti.go.jp/policy/investment/

5references/pdf/jirei.pdf 

「海外事業者との投資提携事例集

　～協業で未来を拓く～」
 

　政府は、昨年６月に閣議決定した「日本再興戦略」において、国内のあらゆる企業や人材がグロー

バル経済の利益を享受できる環境を整備するとともに、海外の優れた人材や技術を日本に呼び込み、

雇用やイノベーションの創出を図るため、日本国内の徹底したグローバル化を進めることとし、

2020年における対内直接投資残高を35 兆円へ倍増（2012年時点17.8兆円）するという目標を掲げ

ました。　今回、本事例集を公表・普及させることで、日本の中堅・中小企業の方々に対して海外事業者と

の投資提携に関する理解の促進を図るとともに、経営手法の選択肢を増やす一助とし、併せて、対

日投資残高を倍増させるための基盤強化を図ろうとするものです。

海外事業者との投資提携の政策的位置づけについて

経 営 情 報 2014.6.26

NO.395

中小企業事業本部

　中小企業・小規模事業者の景況は、着実に改善してきており、とりわけ中小企業の業況判断DIは、

小規模事業者に比べると高い水準にある。

　中小企業の景況は、着実に改善しているものの、その一方で、原材料価格の高騰等を背景に、中小

企業の収益環境は引き続き厳しい状況にあります。
　今回の中小企業白書において、第１部では、最近の中小企業・小規模事業者の動向について分析し、

第２部では、より中長期的な観点から、中小企業・小規模事業者が直面する経済・社会構造の変化（人

口減少、地域の抱える課題等）について分析を行っています。これらを踏まえたうえで、第３部では、

五つの柱（小規模事業者の構造分析、起業・創業、事業承継・廃業、海外展開、新しい潮流）に従っ

て、現状分析と課題抽出を行うと共に、それぞれの柱について具体的な政策提言を行っています。 

さらに第４部では、中小企業・小規模事業者385万者に施策を届けていくために、中小企業・小規

模事業者への効率的かつ効果的な支援の在り方について分析しています。

　今回は、その中から、中小企業の動向、事業承継、海外展開に焦点を当て、ご紹介します。

2014年版 中小企業白書のポイント

中小企業の動向
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資料 ：中小企業庁 ・ (独)中小企業基盤整備機構 「中小企業景況調査」

(注） 　業況判断DIは、 前期に比べて、 業況が 「好転」 と答えた企業の割合(％） から、 「悪化」 と答えた企業の割合(％)を引いたもの。

(DI、 前期比季節調整値）

(年期)

＜中小企業・小規模事業者の業況判断DIの推移＞
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中小企業事業本部

　人手不足、人件費高騰が叫ばれるなか、小売・サービス業の現場において生産性向上への取組みは

生き残りのための喫緊の課題です。

しかし、一人作業や個別の対応が必要な小売・サービス業においては、作業を標準化し管理していく

ことは難しいと言われています。

　小売・サービス業において生産性を高めるためには、現場に適切な目標を設定し、どうしたら達成

できるかを考えながら、業務に取り組んでもらうことが必要です。この現場の目標の一つとして、

ＫＰＩ（Key Performance Indicators：重要業績評価指標）があります。

　今回は、現場の生産性を高めるＫＰＩの設定方法について、紹介いたします。

小売・サービス業
における

現場の生産性を高
めるＫＰＩ

Ⅰ．ＫＰＩと目標
設定の現状

１．ＫＰＩとは

　ＫＰＩ（Key Performance Indicators）は「重要業績評価指標」と呼ばれ、業績に直結する活

動（プロセス）を評価する指標のことです。

　例えば、「月末までに体重を５㎏減量する」ことが業績目標だとすると、「１日１万歩」がＫＰＩ

にあたります。もし、１万歩歩いていない日が続けば、期限までに体重の減量（業績目標の達成）

は難しくなることが予想されます。その結果、「今日からしばらく１駅前から歩こう」といった行

動をとることでしょう。

　このように、業績目標に対して影響の大きい活動を現場で管理していくことで、業績目標達成

に向けて先手を打てるようになるのです。

体重５kg の減量 ＝ 業績目標

１日１万歩
＝ ＫＰＩ
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　企業
は、事

業環境
の大き

な変化
のなか

で生き
残りを

図るた
めに経

営目標
を設定

し、そ
の経営

目標を

実現す
るため

にさま
ざまな

経営戦
略を検

討し、
実行し

ていま
す。

　中小
企業の

場合は
、大企

業と違
って、

戦略の
実行の

ために
限られ

た経営
資源を

投入し
ていか

なけれ

ばなり
ません

が、間
違った

戦略を
採用し

た場合
には、

生き残
りのた

めに取
り組ん

だ経営
目標、

経営戦

略が、
逆に命

取りに
もなり

かねま
せん。

　本稿
では、

戦略を
検討す

るため
の「ツ

ール」
として

、企業
が日々

蓄積し
ている

「顧客
データ

」に着

目し、
その「

活用事
例」「

留意点
」を紹

介しま
す。

顧客デ
ータを

活用し
た経営

のすす
め

Ⅰ．経
営目標

におけ
る顧客

データ
の活用

１．顧
客デー

タをど
のよう

に活用
するか

　どの
企業で

も、日
々の業

務のな
かで、

多種多
様な顧

客デー
タが蓄

積され
ている

はずで
す（下

図

参照）
。しか

しなが
ら、み

なさん
は、そ

の顧客
データ

をどの
ように

活かし
ている

でしょ
うか。

も

しかし
たら、

いつも
よく買

ってく
れるお

得意さ
ま向け

に「バ
ースデ

イ割引
のご案

内」と
か「決

算

バーゲ
ンセー

ルのご
案内」

のダイ
レクト

メール
を送る

ために
使って

いるだ
けとい

う方も
多いの

で

はない
でしょ

うか。

　これ
からお

話しす
る「顧

客デー
タの活

用」と
は、上

記の例
のよう

に、デ
ータを

個別の
ものと

し

て活用
するに

とどま
らず、

同じ属
性デー

タに含
まれる

顧客層
を一つ

の集合
体と捉

え、そ
の集合

体

ごとの
購入行

動等を
分析し

ようと
いうも

のです
。例え

ば、年
齢別の

購入頻
度を調

べれば
、どの

年

齢層が
自社の

主たる
顧客層

か分か
るでし

ょうし
、購入

頻度が
高い年

齢層の
購入商

品を調
べれば

、

どの商
品の品

揃えを
強化す

ればよ
いか分

かると
思いま

す。

　次項
では、

顧客デ
ータを

経営目
標の策

定にど
のよう

に活用
してい

くかを
紹介し

ます。

◆顧客
データ

の一例

　◎属
性デー

タ

　　（
企業）

顧客名
・業種

・住所
・取引

歴・取
引回数

等

　　（
個人）

氏名・
職業・

住所・
性別・

年齢・
年収・

家族構
成・取

引歴・
取引回

数等

　◎売
上デー

タ、P
OSデ

ータ

　　購
入金額

・購入
頻度・

購入時
期・購

入商品
・購入

点数・
支払方

法等

　◎そ
の他

　　チ
ラシや

ＤＭを
行った

場合の
顧客の

来店率
・購入

率等

（資
料）
中小
企業
庁「
平成
27年
度税
制改
正に
つい
て（
中小
企業
・小
規模
事業
者関
係税
制）
」

【平
成2
7年
度】

対象

法人
税法
にお
ける
税率
（本
則）

租税
特別
措置
法

にお
ける
軽減
税率

中小
企業
等

（資
本金
１億
円以
下の
法人
）

年8
00万
円以
下の
所得
金額

19％

15％

年8
00万
円超
の所
得金
額

23.
9％
※

─

大企
業

（資
本金
１億
円超
の法
人）

所得
区分
なし

23.
9％
※

─

※改
正前
税率
　2
5.5
％

＜中
小企
業等
に係
る法
人税
率＞

改正
概要

経
営
情
報

2015.5.19
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中小
企業
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主
な
改
正
項
目

１．
中小
企業
者等
に係
る軽
減税
率の
維持

２．
地方
拠点
強化
税制
の創
設

３．
事業
承継
税制
の拡
充

４．
車体
課税
の見
直し

５．
所得
拡大
促進
税制
の拡
充

６．
研究
開発
税制
の強
化・
重点
化

７．
その
他の
税制
改正

平成
27
年度
税制
改正
のポ
イン
ト

　平
成2
7年
度税
制改
正の
概要
を、
中小
企業
経営
に関
連す
る項
目を
中心
にご
紹介
しま
す。

１．
中小
企業
者等
に係
る軽
減税
率の
維持

　法
人税
の税
率が
23.9
％（
改正
前：
25.5
％）
に引
き下
げら
れ、
平成
27年
４月
１日
以後
に開
始す
る

事業
年度
より
適用
され
ます
。ま
た、
中小
法人
の軽
減税
率の
特例
（所
得金
額の
うち
年8
00万
円以
下

の部
分に
対す
る税
率：
19％
→1
5％
）の
適用
期限
が２
年間
延長
され
まし
た。

　な
お、
課税
ベー
ス拡
大等
によ
る財
源確
保の
ため
、法
人事
業税
（外
形標
準課
税）
の拡
大が
行わ
れ

ます
が、
地方
経済
を支
える
中小
企業
等へ
の影
響に
配慮
し、
中小
企業
等へ
の外
形標
準課
税の
導入
は

見送
られ
まし
た。

➢
適用
期間
：２
年間
（平
成2
9年
３月
31日
まで
の間
に開
始す
る事
業年
度ま
で）
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顧客支援サービスの内容

　中小企業事業のお取引先約５万社のデータに基づく同業
者比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加
価値分析など、お取引先の財務を多面的な角度から分析す
る「わかりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事
業を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明
確化したＳＷＯＴ分析により、お取引先の経営戦略策定をサ
ポートしています。

　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」を発行し、お客さま
に役立つ情報を随時ご提供しています。

経営情報
　中小企業施策や制度融資のご案内、海外展開に関する情
報など、企業経営に役立つトピックスをコンパクトにまとめ
たリーフレットです。

ＪＦＣ中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事や総合研究所の調査
資料など、経営の参考になる情報がカラーで見やすく掲載
された情報誌です。

●わかりやすい企業診断

●SWOT分析

●経営に役立つ情報の提供
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全国ビジネス商談会

インターネットビジネスマッチング

　中小企業事業では、平成27年2月24日、パシフィコ横浜にて
「全国ビジネス商談会」を開催しました。
　本商談会には、中小企業事業のお取引先だけではなく、国
民生活事業や農林水産事業、さらに協賛機関である沖縄振興
開発金融公庫等のお取引先も加わり、北海道から沖縄まで、
全国の多様な業種の企業752社、1,727名が参加しました。
　今回の商談会では、バイヤーの充実を図るため、大手バイ
ヤーを招聘しました。
　また、前回と同様、日本貿易振興機構（JETRO）、中小企業
基盤整備機構及び日中投資促進機構の相談ブースを設けるな
ど商談以外の情報ニーズにも対応しました。
　参加者からは、「良い商談のきっかけをいただいた。」（参加
企業）、「実際に具体的な取引につながる商談もありよかった。」

（大手バイヤー）といった声が聞かれました。

　日本公庫では、マッチングサービスを一層充実させるため、
日本公庫のお客さまにインターネットを通じて、販売先や原材
料の仕入先確保などのビジネスチャンスを広げていただくた
めの場をご提供しています。
　本サービスは、会員登録をしたお客さまが、売りたい商品・
サービス情報や、買いたい商品・サービス情報を登録して
ニーズが合致した他の会員と商談できるほか、登録されてい
る商品・サービス情報等を自由に検索して、新たなビジネス
チャンスを探すきっかけづくりにもご利用いただけます。

「 日本政策金融公庫 インターネットビジネスマッチング」
https://match.jfc.go.jp/
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　日本公庫は、国民生活事業、農林水産事業、中小企業事業がそれぞれ保有する専門的なノウハウやネットワークを相互に
活用したビジネスマッチングを推進しています。
　中小企業事業のお取引先同士だけではなく、国民生活事業や農林水産事業のお取引先とのマッチングも、商談会等の開
催などにより、積極的にサポートしています。

マッチングサービス
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